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は じ め に

工業試験場は、本年で設立90年目を迎えます。１世紀近く、時代の変化に対応しながら、

中小企業への技術支援を通じて本道地域産業の振興のために歩んでまいりました。これか

らも各方面の皆様の応援を受けて、本道経済の活性化に向け微力ながら努力してまいりた

いと考えております。

さて、本道の経済は依然として厳しい状況が続いておりますが、一方で、昨年の東日本

大震災以来、エネルギー問題が我が国の最大の課題の一つになり、本道においても再生可

能エネルギーに対する関心が急速に高まっております。また、本道経済界と行政が一体と

なって提案した「北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区」が昨年12月に国の指

定を受け、加工食品・医薬品・水産・農業等の分野の研究開発拠点の整備や食の生産性と

付加価値の向上による国際競争力の強化を推進することとしております。

こうした状況を踏まえ、工業試験場は、これまで蓄積してきた幅広い領域における研究、

技術支援などの能力を結集させ、地域の産業支援機関など様々な機関との連携を密にしな

がら、道内企業の技術力の強化、新たな産業の創出などに向けた研究開発、技術支援、技

術者育成等に努めてまいりたいと考えております。

本「事業のあらまし」は、当場の事業の発展に資するため、平成23年度の事業成果と24

年度の事業計画をとりまとめたものです。23年度の成果の主なものとしては、研究開発事

業では、「マイクロフォーカスＸ線ＣＴシステムを用いた現物融合型ＣＡＤ／ＣＡＥ解析

技術の開発」、「鋳物製造業の競争力強化のための粉末ＲＰ鋳型プロセスの実用化製品」な

ど合計90課題を実施し、道内産業の技術力向上・強化に必要な研究開発成果が得られまし

た。また、技術開発支援では、技術相談、技術指導、試験分析、設備機器の開放などを実

施するとともに、技術開発派遣指導で5件101日、短期実用化研究開発で33件239日、企業等

に職員を派遣し、「環境負荷を低減した樹脂メッキプロセスの開発」、「無線通信設備用自

立電源に関する研究開発」など、製品開発や技術力の向上を図りました。また、道内外の

加工組立型工業とのビジネスマッチング促進や地域企業のＱＣＤ対応力の強化を図るため

のものづくり産業振興対策にも取り組むほか、成果発表会・移動工業試験場等の開催や技

術情報誌「北工試だより」等を通じて研究開発や技術支援の成果など技術情報の発信を行

いました。

平成24年度は、これらの成果や地域のニーズをふまえ、研究開発事業では、「自動車部

品用アルミニウム鋳物製品の内部空孔の低減」、「リバースエンジニアリングの迅速化を図

る３次元ＣＡＤ/ＣＡＭデータ作成支援システムの開発」などの研究課題を実施するととも

に、中小企業等の新製品・新技術開発などのニーズに応える技術支援をはじめ、講習会・

研修会開催など人材育成や発表会等を通じた技術情報の発信にも積極的に取り組んでまい

ります。

これからも「北海道立総合研究機構」の産業技術分野における基幹組織として、また、

本道の産業技術力向上の牽引役として、いっそう戦略的な視点に立ちながら研究開発や技

術支援などに取り組んでまいりますので、多くの皆様のご利用と、当場へのご意見、ご要

望をお寄せいただきますようお願いいたします。

平成24年5月

地方独立行政法人 北海道立総合研究機構

産業技術研究本部 工業試験場長 蓑嶋裕典
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１ 沿 革
大正11年５月 農商務省から認可を受け、北海道工業試験場として設立される。
〃１２年４月 札幌郡琴似村に研究本館竣工。醸造及び窯業に関する試験・研究業務を開始

する。
〃１３年４月 醸造部、窯業部、化学部、試験部、庶務課の４部１課となる。
昭和元年12月 内務省へ移管となる。
〃 ２年４月 試験・研究業務の充実を図るため組織を改正し、発醸工業部、窯業工業部、

化学工業部、庶務課の３部１課となる。
〃 ４年11月 繊維工業部、有用鉱産物調査部を増設し、５部１課となる。
〃 ８年４月 有用鉱産物調査部を資源調査部に名称変更する。
〃 ９年４月 窯業工業部に木工芸試験を加え、工芸部に名称変更する。
〃 11年４月 製糖工業部を増設し、６部１課となる。
〃 12年４月 金属工業部を増設し、７部１課となる。
〃 14年２月 繊維工業部に皮革試験を加え、繊維皮革工業部に名称変更する。
〃 15年４月 冶金工業部、機械工業部を増設し、９部１課となる。
〃 16年４月 機構改正により、化学工業試験部、重工業試験部、住宅改善試験部、資源調

査部、庶務課の４部１課となる。
〃 23年８月 資源調査部が商工省へ移管し、工業技術院地質調査北海道支所となり、３部

１課となる。
〃 24年９月 北海道費に移管となり、北海道立工業試験場となる。
〃 25年７月 機構改正により、総務部、化学工業部、機械金属部、工芸部、食品発酵部、

建築部の６部となる。
〃 25年10月 江別市元野幌に、工芸部窯業分室を開設する。
〃 25年11月 旧日本人造石油株式会社留萌事業所の研究施設を買収し、支場として燃料工

業試験部門を拡充する。
〃 28年４月 留萌支場を廃止し、本場に燃料工業部を増設し、７部となる。
〃 30年９月 道立寒地建築研究所の設立に伴い、建築部が移管され、６部となる。
〃 33年４月 窯業分室を工芸部から分離し、野幌窯業分場として発足。機械金属部の選鉱

精錬業務を選鉱精錬部として分離独立し、７部１分場となる。
〃 34年５月 分析業務の一元化を図るため、分析研究室を新設し、７部１室１分場となる。
〃 35年11月 総務部に工業技術相談室を設置し、技術指導、依頼試験業務、普及指導事業

などの一元化を図る。
〃 38年２月 旭川市立木工芸指導所内に工芸部旭川分室を開設し、７部１室１分場１分室

となる。
〃 45年４月 工業技術の進歩及び社会的技術要請に対処するための機構改正を行い、総務

部、化学工業部、機械金属部、工芸部、製品技術部、工業装置部、ラジオア
イソトープ研究室、野幌窯業分場、旭川分室の６部１室１分場１分室となる。

〃 47年４月 工芸部旭川分室を廃止し、６部１室１分場となる。
〃 48年５月 機械金属部の拡充を図り、１科増設。製品技術部を、包装・食品部に名称変

更する。
〃 52年11月 札幌市北区北１９条西１１丁目（現在地）に新築移転する。
〃 61年４月 技術革新の進展に対応し、試験研究及び技術指導の体制強化を図るための機

構改正を行い、総務部、化学技術部（野幌分場を併設）、機械金属部、工芸
部、資源エネルギー部、食品部、電子応用部、企画情報室の７部１室となる。

平成３年10月 技術指導業務を拡充強化するため、工業技術指導センターを設置する。これ
に伴い企画情報室を廃止し、総務部を企画調整部に名称変更し、７部１セン
ターとなる。

〃 ４年２月 道立食品加工研究センターの設立に伴い、食品部が移管され、６部１センタ
ーとなる。

〃 ４年４月 工芸部を産業デザイン部に名称変更する。
〃 ４年10月 工業技術指導センターの拡充を図り、１科を増設する。
〃 ９年12月 特許情報提供等の業務を拡充強化するため、企画調整部企画課内に北海道知

的所有権センターを開所する。
〃１０年４月 機械金属部及び電子応用部の拡充を図り、各１科を増設する。
〃１４年４月 機構改正により、企画調整部、情報システム部、環境エネルギー部、

材料技術部、製品技術部及び技術支援センターの５部１センターとなる。
〃１６年４月 産学官連携及び新事業・新産業の創出支援などの取り組みを強化するため、

研究参事を設置。
〃１９年６月 研究参事の下に研究主幹及び主査を配置。
〃２２年４月 地方独立行政法人北海道立総合研究機構産業技術研究本部工業試験場となる。
〃２４年３月 工業試験場（野幌分場）材料技術部セラミックス技術分野の野幌での業務を

終了し、工業試験場（札幌）で業務を継続。
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２ 組 織

(1) 機 構 図 －平成24年4月現在の組織図－

産 業 技 術 総 務 部 長 総務課長 主査（総務）
研究本部長 主査

企画グループ
企画調整部長 企画課長 主査（研究企画）

主査（研究評価）
主査

【ものづくり支援センター】 連携推進グループ
センター長 研究主幹 主査（連携）

主査（地域支援）

工業技術支援グループ
研究主幹 主査（技術情報）

主査（技術支援）
企画主幹

ものづくり基盤技術グループ
主 幹 主査(参入促進）

【工業試験場】 計測・情報技術グループ
場 長 副場長 情報ｼｽﾃﾑ部長 研究主幹 主査（情報通信）

主査（計測情報）

電子・機械システムグループ
研究主幹 主査（電子システム）

主査（機械システム）

エネルギー・環境グループ
環境ｴﾈﾙｷﾞｰ部長 研究主幹 主査（エネルギー技術）

主査（環境システム）

生物資源分析応用・グループ
研究主幹 主査（生物資源応用）

主査（分析応用）

高分子・ｾﾗﾐｯｸｽ材料グループ
材料技術部長 研究主幹 主査（高分子材料）

主査（材料化学）
主査（セラミックス技術）

金属・加工グループ
研究主幹 主査（金属材料）

主査（精密加工）

デザイン・人間情報グループ
製品技術部長 研究主幹 主査（デザイン開発）

主査（人間情報応用）

生産ｼｽﾃﾑ・製造技術グループ
研究主幹 主査（生産システム）

主査（製造技術）
主任研究員

(2) 職員の配置 ※（ ）は兼務人数で、外数

事務職 研究職 準職員 計
研 究 本 部 長 １ １
セ ン タ ー 長 １ １
場 長 （１） －
副 場 長 １ １
総 務 部 ５ １ ６
企 画 調 整 部 ２ ５ ７
ものづくり支援センター ６ １５（６） １ ２２
情 報 シ ス テ ム 部 １５ １５
環境エネルギー部 １６ １６
材 料 技 術 部 １６ １６
製 品 技 術 部 １５ １５

計 １４ ８４ ２ １００
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事業のあらまし（平成24年度事業計画・平成23年度事業報告)
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３ 施 設

(1) 所 在 地

〒060-0819 札幌市北区北19条西11丁目
TEL(011)747-2321 FAX(011)726-4057

(2) 庁舎の敷地・建物面積

名 称 敷 地 面 積（㎡） 延 床 面 積（㎡）

工 業 試 験 場 15,757.30 9,119.68

※ 北海道立総合研究機構本部を含む。

(3) 庁舎建物の内容

名 称 構 造 延 床 面 積 （ ㎡）

研 究 棟 鉄筋コンクリート造、 4,962.44
３階一部４階建

試 験 棟 鉄筋造、一部２階建 3,705.57

プ レ ハ ブ 倉 庫 プレハブ造、平屋建、２棟 197.37

防 臭 プ レ ハ ブ 棟 プレハブ造、平屋建 129.60

バイオエタノール研究プレハブ棟 プレハブ造、平屋建 113.30

危 険 物 倉 庫 コンクリートブロック造平屋建 11.40

計 9,119.68
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